
決算の概要



● 有価証券利息配当金を中心とした資金利益の増加などにより、中間純利益は前年同期比16億51百万円の増益。

業績の概要

（単位：百万円）

16/9期 17/9期 増減額

業務粗利益 26,818 28,180 1,362 

資金利益 23,232 24,480 1,248

役務取引等利益 3,853 3,700 ▲152

その他業務利益 ▲267 ▲0 266

一般貸倒引当金繰入額 ▲627 － 627

経費 21,040 20,782 ▲257

業務純益 6,405 7,398 992

臨時損益 ▲469 1,058 1,527

不良債権処理額 835 109 ▲726

貸倒引当金戻入益 － 143 143

株式等関係損益 463 1,200 737

その他臨時損益 ▲96 ▲176 ▲79

経常利益 5,935 8,456 2,520

特別損益 ▲67 ▲126 ▲59

税引前中間純利益 5,868 8,329 2,461

中間純利益 4,339 5,991 1,651

与信関係費用 16/9期・・・ 208百万円 ⇒ 17/9期・・・ ▲34百万円

（▲242百万円）

決算の概要

17/9期実績

経常利益

業務純益

業務粗利益

中間純利益

公表計数 25,800

公表計数

17/9期実績

4,600

公表計数

17/9期実績

公表計数

17/9期実績

28,180

7,398

5,300

8,456

3,900

5,991

109.2％

160.8％

159.5％

153.6％

（単位：百万円）
17/5公表計数

との対比

・本年5月に公表した業績予想に対して各利益項目とも上振れ

ており、順調に推移。

・中間純利益については、業績予想比＋20億円となった。
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● 有価証券利息配当金や国際業務部門の貸出金利息の増加などにより、資金利益は前年同期比12億48百万円の増加。

資金利益

7

決算の概要

資金利益の増減要因 (単位：百万円)

16/9期 17/9期

貸出金 預金 有価証券

平
残
要
因

利
回
り
要
因

23,232

＋215

▲855

▲110

＋850

＋687

(単位：百万円)

16/9期 17/9期 増減額

資金利益 23,232 24,480 1,248

国内業務部門 21,123 21,684 560

うち貸出金利息 14,859 14,219 ▲639

うち有証利息配当金 7,804 8,544 740

うち預金利息（▲） 925 560 ▲365

国際業務部門 2,108 2,795 687

うち貸出金利息 976 1,728 752

うち有証利息配当金 1,478 1,910 431

うち預金利息（▲） 54 63 9

17/3期16/3期15/3期 17/9期14/3期

1.31％
1.22％

1.15％

0.06％ 0.05％ 0.05％

1.00％
0.93％

1.25％
1.17％ 1.10％ 1.02％

預貸金利回り差推移 (国内業務部門)

有価証券利回り推移 (国内業務部門)

国
際
業
務
部
門＋95

そ
の
他

1.05％

0.03％

0.95％

▲15

＋381

資金利益に占める

国際業務部門の割合

16/9期

9.1％

17/9期

11.4％ ＋ 2.3P

クロスボーダー融資へ
の注力などにより伸長

▲0.04P

0.99％

1.01％

0.02％

0.94％
1.06％

24,480

貸出金

預金

＋1,248 百万円



463

506

39
1,009

500

463

42
1,006

2,162
2,325

役務取引等利益グラフ (単体のみ)
(単位：百万円) その他

コンサルティング関連

預り資産関連

預り資産関連手数料 (単体のみ)

(単位：百万円)

金融商品仲介
保険
投資信託
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(単位：百万円)

16/9期 17/9期 増減額

役務取引等利益 3,853 3,700 ▲152

役務取引等収益 6,210 6,139 ▲71

預り資産関連手数料 1,026 1,009 ▲16

投資信託手数料 469 506 37

保険窓販手数料 521 463 ▲57

金融商品仲介手数料 35 39 3

コンサルティング関連手数料 381 366 ▲14

住宅ローン取扱手数料 692 706 14

役務取引等費用 (▲) 2,357 2,438 80

住宅ローン等支払保証料保険料(▲) 1,519 1,582 63

役務取引等利益決算の概要

● 住宅ローン等支払保証料保険料の増加や、保険窓販手数料の減少などにより、役務取引等利益は前年同期比3.9％減少。

451

526

1,019

15上 15下 16上

1,143

17上16下

40

620

504

18

521

469

35

1,026

2,310

341

1,019

3,670

15上 15下 16上

2,402

305

1,143

3,850

16下

2,445

381

1,026

3,853

17上

預り資産関連手数料 (百五銀行＋百五証券) (単位：百万円)

百五銀行

百五証券 (当行からの仲介額控除後)

1,019

693

1,712

15上 15下 16上

前年同期比

＋219

1,143

466

1,609

16下

1,026

376

1,403

17上

368

1,006

3,537
366

1,009

3,700

1,006

608

1,615

1,009

613

1,622



11,39011,400

(単位：百万円)

16/9期 17/9期 増減額

経費 21,040 20,782 ▲257

人件費 11,609 11,390 ▲219

物件費 8,235 8,163 ▲72

税金 1,194 1,229 34

経費の主な増減要因

● 人件費

過勤手当

● 物件費

預金保険料

● 税金

事業税（外形標準課税）

▲95百万円

▲100百万円

＋37百万円

経費とOHR
(単位：百万円)

人件費物件費税金 OHR (コア業務粗利益ベース)
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経費決算の概要

● 人件費を中心に、経費は前年同期比1.2％減少。

15上 15下 16上

11,697

7,965

1,468

21,132

80.29％

76.69％

前年同期比

▲4.24P

16下 17上

11,587
11,609

8,464 8,235

1,263 1,194

21,315
21,040

前年同期比

▲257

79.63％ 80.18％

75.94％

8,436

909

20,746

8,163

1,229

20,782



生産性向上プロジェクト２０１７ ～知恵と工夫！ 逆転の発想でカエル・プロジェクトを始動する～

次期中計520億円
529億円

（中計比＋13億円）
コア業粗

10

７５％
未満へ！

417

17/3期 19/3期 20/3期～22/3期

経費

（単位：億円）

84.7％

コアOHR

80％未満80.2％

プロジェクト前（現中計見通し）

プロジェクト効果

443 ２０億円
削減

423
更なる
削減努力

新営業店システム導入

基幹システム更改

積極的ＩＴ投資

● 次期中計におけるコアＯＨＲを７５％未満へ抑制するため、中長期的視点から、抜本的な経費削減を断行
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生産性向上プロジェクト２０１７進捗状況

＜ ２０１７ 年 ９月末現在 ＞

店舗戦略(店舗運営コスト)

ｸﾞﾙｰﾌﾟ戦略(関連会社取引)

Ｉ Ｔ 戦略(システムコスト)

人的戦略(手当等人件費)

ＢＰＲ戦略(その他物件費)

合 計

戦 略（具体例） 完 了 合 計

ー

ー

見込み

31件

0870百万円

04件

0338百万円

05件

0250百万円

40件

1,458百万円

39件

0316百万円
70件

1,186百万円
02件

0133百万円
02件

0133百万円
04件

0122百万円
09件

0372百万円
04件

0050百万円

08件

0388百万円
02件

0031百万円
02件

0031百万円
51件

0,652百万円

91件

2,110百万円



291

56

▲434

(単位：百万円)

16/9期 17/9期 増減額

与信関係費用 208 ▲34 ▲242

うち一般貸倒引当金繰入額（※） ▲627 ▲434 192

うち個別貸倒引当金繰入額（※） 755 291 ▲463

うち債権等売却損 － － －

与信費用比率 0.01％ ▲0.00％ ▲0.01Ｐ

14/3末 15/3末 16/3末

78.10％

78.86％

2.68％

2.39％

不良債権カバ－率

不良債権比率

80.92％

2.13％

17/3末

17/3末 17/9末 増減額

不良債権額 60,904 57,742 ▲3,161

79.70％

2.04％
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与信関係費用（不良債権比率）決算の概要

● 個別貸倒引当金繰入額が減少したことなどにより、与信関係費用は減少。

17/9末

78.38％

1.91％

与信関係費用 (単体) (単位：百万円)

▲0.00％
0.00％

0.08％

15上 15下 16上 16下 17上

▲38
27

78

個別貸倒引当金繰入額

債権等売却損 その他

一般貸倒引当金繰入額

与信費用比率

67

0.01％

0.18％

※貸倒引当金戻入益計上前

876

124

258

1,259

755

80

▲627

208

109

▲34

2,439

156

2,685

33



42,204

(単位：億円)

17/3期 17/9期 増減額

総預金 (平残) 46,961 47,880 918

三重県 42,204 43,054 850

愛知県 4,497 4,585 88

東京・大阪 260 240 ▲19

(単位：億円)

17/3期 17/9期 増減額

個人預金 (平残) 35,161 35,808 647

三重県 32,668 33,268 599

愛知県 2,471 2,519 47

東京・大阪 20 20 ▲0

(単位：億円)

17/3期 17/9期 増減額

法人預金 (平残) 9,455 9,710 254

三重県 7,330 7,583 252

愛知県 1,892 1,910 17

東京・大阪 233 216 ▲16

＊三重県には新宮を含む

総預金 (平残)

15/3期14/3期 17/3期

三重県

愛知県

東京・大阪

16/3期

39,523

3,615

351

40,879

3,980

336
45,196

43,490

預金（譲渡性預金を含む）決算の概要

● 個人預金・法人預金ともに堅調に推移し、総預金は前年度比2.0％増加

41,983

4,255

345
46,584
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17/9期

43,054

4,585

240
47,880

4,497

260
46,961

愛知県
半年間で
88億円増

（2.0％増）

三重県
半年間で
850億円増
（2.0％増）

（単位：億円）



15,722

(単位：億円)

17/3期 17/9期 増減額

総貸出金 (平残) 29,058 29,521 463

三重県 15,722 15,927 204

愛知県 7,254 7,702 448

東京・大阪 6,081 5,892 ▲189

(単位：億円)

17/3期 17/9期 増減額

住宅ローン (平残) 8,146 8,642 496

三重県 5,167 5,314 146

愛知県 2,978 3,328 350

(単位：億円)

17/3期 17/9期 増減額

中小企業向け貸出(平残) 10,761 11,154 393

三重県 6,630 6,717 87

愛知県 2,731 2,908 177

東京・大阪 1,399 1,528 128

＊三重県には新宮を含む

総貸出金 (平残)
三重県愛知県東京・大阪

15,134

5,819

5,032

15,358

6,382

5,690

15/3期14/3期 17/3期16/3期

27,431

貸出金決算の概要

● 住宅ローンなどの個人向け貸出や中小企業向け貸出が増加したことなどから、貸出金は前年度比1.6％増加。

15,484

6,691

6,211

28,387

14

66.29％

63.37％
60.31％

70.04％総貸出金に占める中小企業等貸出比率
（末残ベース 中小企業等：個人・公社を含む）

3年6か月間で＋9.73P

17/9期

15,927

7,702

5,892

68.92％

29,521

7,254

6,081

29,058

25,986

（単位：億円）

愛知県
半年間で
448億円増
（6.2％増）

三重県
半年間で
204億円

（1.3％増）



4,738 4,370

1,010

(単位：億円) 17/3末 17/9末 増減額

有価証券残高 20,493 19,605 ▲887

国債 6,561 6,186 ▲374

地方債 3,596 3,686 90

社債 4,370 4,188 ▲182

株式 1,750 1,906 155

投資信託 963 978 14

外国証券 3,222 2,627 ▲595

その他 27 32 4

円建平残額（＊） 16,633 16,359 ▲273

外貨建平残額（＊） 2,454 2,018 ▲435

円建

外貨建

15/3期14/3期 17/3期

3.25年3.38年 3.41年

0.927％0.995％ 0.922％

6.56年

2.32年

4.36年

1.386％

1.753％

1.463％

＊ 信託受益権を含む

有価証券残高
(単位：億円)

15/3末14/3末 17/3末 17/9末

有価証券評価損益
(単位：億円)

15/3末14/3末

7,496 8,052

2,734 2,772

6,499 5,612

1,322 1,794
183

2,236 2,651
19

1020,491
21,438

316

338

783

1,201

24

135

1,125

1,674

国債 地方債 社債 株式

投資信託 外国証券 その他

債券株式 その他 (外国証券や投資信託を含む)

デュレーション・利回り （＊）

デュレーション 利回り

16/3期 17/9期

16/3末

16/3末

3.33年

0.944％

5.34年

1.430％

544

有価証券投資決算の概要

● 株価上昇などにより、有価証券評価損益は前年度末比9.6％増加。

6,652

3,419

1,623

2,630
14

20,013

935

444

877

81
1,403

15

3.02年

5.44年

1.054％

1.789％

6,186

3,686

4,188

1,906

2,627
3219,605

978

17/9末

254

1,136

89
1,480

▲374

▲887

＋129

▲1.12年

＋0.403Ｐ

6,561

3,596

3,222

27
20,493

1,750
963

1,351

292

17/3末

48

▲595

＜内 訳＞

①円貨建外債

340億円

②外貨建外債

2,276億円

③その他

9億円

＜内 訳＞

円貨建外債 ＋2億円

外貨建外債 ＋19億円

投資信託 ＋67億円

▲0.23年



自己資本・株主資本・自己資本比率の推移 (単位：億円)

自己資本 自己資本比率

2,421

10.04％

信用ﾘｽｸｱｾｯﾄ額

算出方法
標準的手法

基礎的

内部格付手法

期間 16/3末 17/3末 17/9末

自己資本
（自己資本比率算出用）

2,421 2,329 2,248

リスクアセット 24,099 24,451 20,940

自己資本比率 10.04％ 9.52％ 10.73％

株主資本（※） 2,289 2,354 2,404

2,329

9.52％

17/3末16/3末

自己資本比率決算の概要

● 金融庁の承認を得て、2017年9月末の自己資本比率の算定から、信用リスク計測手法を「基礎的内部格付手法（ＦＩＲＢ）」

に変更したことなどから、自己資本比率は前年度末比1.21ポイント上昇。
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2,248

10.73％

17/9末

信用リスクアセット額算出方法 ：標準的手法（～17/3）

基礎的内部格付手法（17/9～）

オペレーショナルリスク額算出方法：粗利益配分手法

標準的手法
（ＳＡ）

基礎的内部格付手法
（ＦＩＲＢ）

1.21ﾎﾟｲﾝﾄ
上昇

（単位：億円）

2,289

2,354

2,404

株主資本（※）

リスク管理・自己資本管理の高度化

基礎的内部格付手法取得の効果

資産の

健全性向上

金融仲介機能の

さらなる強化

劣後債150億円

期限前償還
FIRB移行にともなう

自己資本計算方法

の変更

（※）株主資本は、信用ﾘｽｸｱｾｯﾄ額算出方法変更の影響を受けません。

14.51％

（国内基準）

（国際統一基準）



決算予想（単体） 単位：百万円

17/3期 18/3期（当初公表） 18/3期 (上方修正)

業務粗利益 52,558 51,700 53,800

資金利益 46,563 46,700 47,300

役務取引等利益 7,390 7,600 7,800

その他業務利益 ▲1,395 ▲2,600 ▲1,300

業務純益 11,243 9,300 12,300

経常利益 11,772 10,600 13,300

当期純利益 8,462 7,500 9,300

配当予想

2018年3月期 決算予想（公表計数）決算の概要

● 資金利益の増加や与信関係費用の減少などが見込まれるため、当期純利益は前年度比9.9％の増益見込み。
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親会社株主に帰属する
当期純利益（連結）

9,040 8,200 9,800

中間期 期末 年間

4.00円 4.00円 8.00円

※2017年11月10日公表


